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第４章 環境への負荷の少ない循環型社会の推進 

第１節 ３Ｒの推進に向けた意識の醸成【環境政策課】 

１ ３Ｒの推進に向けた意識の醸成 

大量生産・大量消費・大量廃棄の使い捨て社会から、「もったいない」を根底にした物を大切にし、

豊かな自然をいつくしむ県民性をはぐくみつつ、環境への負荷の少ない持続的に発展する「しまね循

環型社会」を構築するよう県民、事業者、行政等が連携した推進が必要です。 

 

⑴ 循環型社会構築実現に向けた廃棄物削減等の目標の設定と実績 

第３期しまね循環型社会推進計画（平成28年度～令和２年度）における実績は、表４－１－１の

とおりです。なお、本計画は、廃棄物処理法第５条の５第１項の規定により策定が義務づけられた

「廃棄物処理計画」です。 

① 一般廃棄物の動向 

排出量は、目標値を３千t上回っており、さらに削減が必要です。 

最終処分量は、平成23年度から最終処分量が大きく減少（松江市可燃ごみ溶融処理施設が稼動

し、直接埋立及び焼却残渣が減少）、以降は21～23千tで横ばいに推移していますが、平成29年度

は目標値を達成しています。 

再生利用率は、平成23年度（松江市可燃ごみ溶融処理施設が稼動し、溶融スラグの利活用事業

がスタート）を境に減少傾向が続き、平成29年度は目標値を下回っており、再生利用率の向上が

必要です。 

② 産業廃棄物の動向 

産業廃棄物の排出量は、一般的には景気の動向などに大きく左右される傾向にあり、変動を繰

り返しながら推移しています。島根県内での特徴として、排出量全体の約70％以上をがれき類、

ばいじん、汚泥が占めています。排出量の増減は土木工事及び石炭火力発電所からの排出量に大

きく影響される傾向にあり、平成29年度は、目標値を153千t下回っています。 

最終処分量は、平成22年度をピークに、その後は、セメント資材などの需要増によるばいじん

の再資源化が進んだこと等により減少傾向にありますが、目標値を63千t上回っており、さらに削

減が必要です。 

再生利用率（農業を除く）は、概ね50～60％の間を推移しており、平成29年度は57.3％で目標

を達成しています。 

 表４－１－１ 第３期しまね循環型社会推進計画の目標設定と実績      単位：千ｔ、％ 

指 標 
目標 

Ｒ2年度 
実績 

Ｈ29年度 

一般廃棄物 

排出量 236 239 

最終処分量 20 20 

再生利用率 25 22.2 

産業廃棄物 

排出量 1,700 1,547 

最終処分量 250 313 

再生利用率（農業を除く） 57 57.3 

再生利用率（農業(家畜ふん尿)） 100 100 

再生利用率（農業（廃プラ)) 85 92 
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⑵ 省エネ・省資源社会の実現に向けた事業者の取組の加速と県民への周知 

① 環境にやさしい消費行動への転換促進 

省エネ・省資源の視点で店舗やサービスを選択するなど、消費者が環境にやさしい店舗を積極

的に利用する社会を作るため、新たに「しまエコショップ登録制度」を創設しました。 

登録店舗と連携し、消費者に向けた情報発信や普及啓発を実施します。 

（登録数：524店舗） 

② マイバック利用推進啓発の実施 

ごみの発生を減らすために、誰にでもできる身近な取り組みとして「レジ袋削減」に消費者、

事業者及び行政が一体となって取り組んでいます。平成21年度から取り組みを実施しており、無

料配布中止市町村の支援を行いました。 

    「レジ袋削減」に取り組む市町は、８市１町です。 

島根県と包括業務提携協定を締結しているイオン株式会社、株式会社ローソン及び、株式会社

ファミリーマートの各店舗においても県民へのレジ袋削減の周知に協力いただきました。 

③ 県民への意識啓発 

県民へ直接ごみ減量化等３Ｒの意識啓発を行うため、ＮＰＯ等と連携して県内で開催されるイ

ベントにブースを出展し、パネル展示や体験コーナーを通じてごみ問題への関心を高める取組を

実施しました。 

・ブース出展イベント（開催日順） 

グラントワきんさいデー（益田市）、浜田市健康福祉フェスティバル（浜田市）、いずも産業未

来博2018（出雲市）、ごうつ秋まつり（江津市）、おおだ自然エネルギーパーク2019（大田市） 

 

⑶ 「リユース食器」の普及 

レジ袋削減に次ぐ新たな３Ｒの取組としてReduce（リデュース）、Reuse（リユース）の推進強化

のために、イベントにおける「リユース食器」の使用拡大に取り組みました。 

① 2018まつえ水郷祭共催イベント「しらかた広場夏祭り」と連携し、出店業者の一部の商品に「リ

ユース食器」を使用しました。また、学校行事（平田高校、三刀屋高校、情報科学高校、出雲農

林高校、松江農林高校、松江商業高校、開星中学高等学校）へのリユース食器導入を支援しまし

た。 

・しらかた広場夏祭り取組成果 

リユース食器使用点数   1,460点、ゴミの削減量 2.4㎏、 

CO2削減量 2.4㎏（杉の木約8.0本の年間吸収量） 

② イベントごみ削減講座を３月に益田市で開催し、県の取組を紹介すると共に、事例等を用いた

講演を通じて、県内イベントにおけるリユース食器の使用について考えました。 

③ リユース食器の概要を紹介するガイドブックやチラシ、パネル等を使い、県内イベントでのリ

ユース食器普及に向けて広報を行いました。 

 

⑷ 環境関連産業の発展に向けた支援の充実 

「しまね循環型社会」の構築にあたっては、リサイクル製品の事業化や基礎研究などを行いまし

た。 

① リサイクル製品の事業化（研究開発、販路拡大） 

ア  研究開発支援【産業振興課】 

産業廃棄物の発生の抑制・減量化・再利用・再生利用に関する研究開発を促進するため県内

の排出事業者が行う研究開発や企業の製品開発を支援しました。 
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資源循環型技術開発補助事業    ３件 

 ・「おから」の再利用及び長期保存等の研究開発を行うためのキルン炉製作事業 

・脱水機付帯設備機器に関する研究開発 

・フライアッシュ（ＦＡ）改質装置の開発 

資源循環型技術基礎研究実施事業    ５件 

 ・廃棄物利用ジオポリマーによる路盤材の製造 

・農水産物残渣の利活用に関する研究 

・フライアッシュの利活用に関する研究 

・バイオフライアッシュの有効利用に関する研究 

・食品製造で生じる廃棄物の減量化および高度利用 

 

イ しまねグリーン製品の認定・普及啓発 

循環資源を利用した製品の利用促進を図ることにより、廃棄物の発生抑制や、再資源化を推

進するため、県の定めた認定基準を満たしたリサイクル製品を、しまねグリーン製品として認

定しました。 

（認定製品数：32社116製品） 

② バイオマス資源の利活用の促進【農林水産総務課】 

ア バイオマス利活用に向け策定された計画 

 ・バイオマス活用推進基本法に基づく計画 

     島根県（平成24年度策定）、出雲市（平成25年度策定） 

  ・バイオマス産業都市構想の選定 

     奥出雲町（平成25年度）、隠岐の島町（平成26年度）、飯南町（平成27年度） 

  ・バイオマスタウン構想の策定・公表 

     安来市、美郷町、吉賀町、隠岐の島町、飯南町、益田市、江津市、出雲市、奥出雲町 

イ バイオマスの利活用の取組 

・木質バイオマス発電所が平成27年度より運転 

松江バイオマス発電株式会社（松江市）、合同会社しまね森林発電（江津市） 

・林地残材による燃料チップの生産・出荷体制強化のための取組支援 

     島根県素材流通協同組合員外 

・林地残材バイオマス石炭混焼発電を平成25年度より実施 

中国電力株式会社三隅発電所（浜田市） 

・温浴施設等への木質バイオマスボイラー導入状況 

雲南市：６施設、奥出雲町：２施設、出雲市：１施設、大田市：２施設、川本町：１施設、

美郷町：１施設、浜田市：１施設、江津市：１施設、益田市：２施設、津和野町：１施設、

吉賀町：２施設、隠岐の島町：３施設、安来市：１施設 ＜合計：24施設＞ 
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第２節 環境への負荷の少ない適正処理の推進 

大量生産、大量消費、大量廃棄を伴う今日の経済社会システムは、物質的な豊かさをもたらす一方で

環境への負荷を高めており、循環型社会の形成に向けて、生産、流通、消費のあらゆる段階で廃棄物の

発生抑制に努めるとともに、可能な限り再利用、再資源化に努めることが必要です。 

県では、平成14年３月に「しまね循環型社会推進計画」を策定し、その後の改定を経て、現在は、平

成28年３月に策定した「第３期しまね循環型社会推進計画」により、県民、事業者、行政が連携し、廃

棄物の発生抑制や再利用等の取り組みを進めています。 

また、再利用、再資源化の困難な廃棄物については、適正処理を推進するとともに、環境への配慮を

十分行いながら安全で信頼のある適正な処理施設の確保を図る必要があります。 

１ 一般廃棄物対策【廃棄物対策課】 

住民の生活系から排出されるし尿・ごみ等の処理は、市町村で実施されており、この事業に欠かせ

ない処理施設は計画的に整備されています。 

 

⑴ し尿処理 

平成29年度末における、し尿処理施設の整備状況は、表４－２－１のとおりです。 

 

 表４－２－１ し尿処理施設整備状況（平成29年度末現在） 

設置主体 処理能力kl／日 備 考 

松江市  71.4  

安来市 36  

出雲市 193  

大田市 80  

江津市 40 江津市桜江町分を除く。 

邑智郡総合事務組合 43 江津市桜江町分を含む。 

浜田市 125  

益田市 108  

鹿足郡事務組合 27  

隠岐の島町 27  

西ノ島町  9  

合    計  759.4 11施設 

 

⑵ コミュニティ・プラント及び浄化槽 

コミュニティ・プラントは、地域全体のし尿と生活排水を併せて処理する施設ですが、現在、表

４－２－２に示す住宅団地に設置されています。 

浄化槽は、各家庭等のし尿や生活排水を処理する施設で、その状況は、図４－２－１及び表４－

２－３に示すとおりです。浄化槽は、水質汚濁防止の面から適正な維持管理が求められ、保守点検・

清掃・定期検査について理解を深めるよう、取組を進めています。 
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 表４－２－２ コミュニティ・プラント整備状況             （平成29年度末現在） 

市町村名 施設名称 
計画処理 

人口 
計画１日 

最大汚水量 管理体制 竣工年月 処理方式 

松  江  市 
朝日ヶ丘団地 

地域し尿処理施設 
3,246人 680㎥／日 委託 Ｓ63年３月 長時間ばっ気 

益  田  市 
久城団地 

地域し尿処理施設 
1,112人 381㎥／日 〃 Ｓ47年３月 〃 

出  雲  市 
武志団地 

地域し尿処理施設 
444人 124㎥／日 〃 Ｓ60年11月 回転板接触 

浜  田  市 
竹迫住宅団地 

地域し尿処理施設 
1,250人 400㎥／日 〃 Ｓ63年12月 長時間ばっ気 

〃 
笠柄住宅団地 

地域し尿処理施設 
1,208人 360㎥／日 〃 Ｈ２年３月 〃 

〃 
東福井団地 

コミュニティ・プラント 
282人 100㎥／日 〃 Ｈ８年３月 〃 

隠岐の島町 
奥津戸団地 

コミュニティ・プラント 
165人 55㎥／日 〃 Ｈ12年３月 接触ばっ気 

雲  南  市 中山浄化センター 710人 234㎥／日 〃 Ｈ14年３月 
回 分 式 
活性汚泥 

安  来  市 
福頼団地 

コミュニティ・プラント 
133人 34㎥／日 〃 Ｈ26年８月 

回分式 
活性汚泥 
その他 

合 計 ９施設 8,550人 2,368 ㎥／日    

注）接触ばっ気………接触ばっ気処理方式         回転板接触………回転板接触処理方式 

回分式活性汚泥…回分式活性汚泥処理方式   長時間ばっ気……長時間ばっ気処理方式 

 

 図４－２－１ 年度別浄化槽の設置数（平成30年度末現在） 
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表４－２－３ 市町村別浄化槽設置状況                     （平成30年度末現在） 

人槽区分 

市町村 

５～ 

10人 

11～ 

20人 

21～ 

50人 

51～ 

200人 

201～ 

500人 
501 人～ 計 

松 江 市 2,727 223 225 106 21 37 3,339 

安 来 市 2,872 127 164 71 8 9 3,251 

雲 南 市 3,509 134 163 41 13 13 3,873 

奥出雲町 1,361 36 68 10 4 9 1,488 

飯 南 町 651 11 15 9 3 0 689 

出 雲 市 14,094 807 1,138 230 65 44 16,378 

大 田 市 5,012 

 

307 440 104 20 8 5,891 

川 本 町 716 69 73 27 7 3 895 

美 郷 町 698 26 36 11 3 2 776 

邑 南 町 1,244 29 32 16 4 12 1,337 

浜 田 市 8,889 756 827 215 58 28 10,773 

江 津 市 4,122 206 299 55 17 5 4,704 

益 田 市 9,551 606 757 217 40 17 11,188 

津和野町 1,210 73 76 15 6 2 1,382 

吉 賀 町 644 31 48 13 3 1 740 

海 士 町 318 6 9 2 2 0 337 

西ノ島町 322 14 19 5 1 2 363 

知 夫 村 8 2 1 3 1 1 16 

隠岐の島町 1,485 97 130 50 16 5 1,783 

合 計 59,433 3,560 4,520 1,200 292 198 69,203 

 

⑶ ごみ処理 

平成29年度末におけるごみ処理施設（焼却）の整備状況は、表４－２－４のとおりです。 

ごみは、最終的に埋立処分を行うこととなりますが、建設費や処理費用の高騰、用地確保の困難

性や再資源化等をより一層推進するために分別収集しなければなりません。このため、リサイクル

プラザ等の施設整備を計画するなど、より最新のごみ処理施設の設置を推進する必要があります。 

「容器包装リサイクル法」に基づく「第７期島根県分別収集促進計画」における分別収集実施市

町村数等は、表４－２－５のとおりです。また、平成27年度の分別収集と再商品化の状況は、表４

－２－６のとおりです。 
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表４－２－４ ごみ処理施設（焼却施設）整備状況（平成29年度末現在） 

設置主体 処理能力ｔ／日 備 考 

松江市 255.0 溶融施設 

安来市 52.0 休止中 

出雲市 218.00 

 

溶融施設 

雲南市・飯南町事務組合 30.0 ごみ燃料化施設 

奥出雲町 20.0  

邑智郡総合事務組合 12.0  

浜田地区広域行政組合 98.0 溶融施設 

益田地区広域市町村圏事務組合 62.0  

隠岐の島町 25.0  

西ノ島町 10.0  

海士町 7.0  

知夫村  1.56  

合 計 790.56 12施設 

 

表４－２－５ 第９期島根県分別収集促進計画に基づく分別収集実施市町村数等 

品目名 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実施 

市町 

村 

収集 

見込み量 

トン 

実施 

市町 

村 

収集 

見込み量 

トン 

実施 

市町 

村 

収集 

見込み量 

トン 

実施 

市町 

村 

収集 

見込み量 

トン 

実施 

市町 

村 

収集 

見込み量 

トン 

無色のガラス製容器 19 1,134 19 1,122 19 1,113 19 1,103 19 1,093 

茶色のガラス製容器 19 1,064 19 1,054 19 1,045 19 1,034 19 1,024 

そ の 他 の 色 の  
ガ ラ ス 製 容 器  19 1,080 19 1,086 19 1,090 19 1,094 19 1,099 

紙 製 容 器 包 装  
製 容 器 包 装 ７ 761 ７ 749 ７ 740 ７ 731 ７ 726 

ペットボトル容器 19 1,087 19 1,091 19 1,096 19 1,092 19 1,088 

プ ラ ス チ ッ ク  
製 容 器 包 装 12 3,456 12 3,463 12 3,459 12 3,455 12 3,449 

スチール製容器包装 19 355 19 352 19 347 19 345 19 341 

ア ル ミ ニ ウ 
製 容 器 包 装 19 807 19 801 19 799 19 793 19 759 

段 ボ ー ル 製 16 3,020 16 2,977 16 2,941 16 2,928 16 2,910 

紙 パ ッ ク 15 182 15 181 15 180 15 179 15 179 

合     計  12,945  12,876  14,881  12,753  12,668 
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表４－２－６  容器包装リサイクル法に基づく分別収集・再商品化の実績 

品目名 

分別収集量 再商品化量 分別収集実施市町村数 

平成30年度 
年間分別収 
集見込み量 
①（計画量） 

平成30年度 
年間分別 
収集量 

②（実績量） 

達成率 
②／① 

年間 
再商品化 

量③ 

再商品化 
率③／② 

平成30年 
度分別収 
集予定市 
町村数④ 

実施 
市町村 
数⑤ 

実施率 
⑤／④ 

無色のガラス製容器 1,450トン 1,189トン 82.0% 1,170トン 98.4% 19 19 100% 

茶色のガラス製容器 1,398トン 1,106トン 79.1% 1,114トン 100.7% 19 19 100% 

そ の 他 の 色 の  
ガ ラ ス 製 容 器  898トン 1,071トン 119.3% 1,073トン 100.2% 19 17 88.9% 

紙 製 容 器 包 装  734トン 522トン 71.1% 491トン 94.1% ７ 6 85.7% 

ペットボトル容器 1,106トン 957トン 86.5% 960トン 100.3% 19 17 89.5% 

プ ラ ス チ ッ ク  
製 容 器 包 装 3,371トン 3,261トン 96.7% 3,184トン 97.6% 12 12 100% 

スチール製容器包装 460トン 337トン 73.3% 338トン 100.3% 19 19 100% 

ア ル ミ ニ ウ ム  
製 容 器 包 装 904トン 782トン 86.5% 794トン 101.5% 19 19 100% 

段 ボ ー ル 製 4,483トン 3,118トン 69.6% 3,074トン 98.6% 16 16 100% 

紙 パ ッ ク 214トン 150トン 70.1% 148トン 98.7% 15 11 73.3% 

合     計 14,997トン 12,493トン 83.3% 12,341トン 99.3%    

 ※実施市町村数は、平成31年３月末時点の数値。 

 

⑷ １人１日当たり総排出量・リサイクル率（上位５、下位３市町村） 

表４－２－７のとおりです。 

 

 表４－２－７ １人１日当たり総排出量・リサイクル率（上位５、下位３市町村）   （平成29年度） 

 

 

 

  

１人１日当たり総排出量（ｇ／人・日） 

１位 美  郷  町 647 

２位 邑  南  町 657 

３位 知  夫  村 691 

４位 吉  賀  町 701 

５位 雲  南  市 704 

… … … 

17位 海  士  町 1,328 

18位 西 ノ 島 町 1,372 

19位 隠 岐 の 島 町 1,378 

 

リサイクル率（％） 

１位 雲  南  市 51.4 

２位 美  郷  町 38.9 

３位 邑  南  町 36.1 

４位 川  本  町 32.1 

５位 松  江  市 29.4 

… … … 

17位 奥 出 雲 町 9.9 

18位 隠 岐 の 島 町 6.1 

19位 西 ノ 島 町 1.0 
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２ 産業廃棄物対策【廃棄物対策課】 

⑴ 産業廃棄物処理計画 

平成28年３月に策定した「第３期しまね循環型社会推進計画」において目標を定めて、産業廃棄

物の発生抑制や再生利用及び適正処理を推進しています。 

 

⑵ 処理体系 

産業廃棄物の処理は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、事業者（排出者）の責任に

おいて自ら適正に処理しなければなりません。事業者自らが処理困難のときは、知事の許可を受け

た産業廃棄物処理業者に委託して処理することができますが、この場合にあっても排出事業者は適

正処理責任を負うことになります。 

 

⑶ 産業廃棄物処理施設（許可対象施設）の状況等 

産業廃棄物を適正に処理するためには、事業者あるいは産業廃棄物処理業者による処理施設の整

備が必要です。平成30年度末における県下の産業廃棄物処理施設の設置状況は、表４－２－８及び

４－２－９のとおりです。 

産業廃棄物最終処分場の監視指導のため、５施設において放流水・浸透水及び地下水等中の有害

物質等を測定した結果は表４－２－10のとおりで、すべての施設において放流水・浸透水及び地下

水等とも基準以内の結果となりました。 

産業廃棄物焼却施設における排ガス中のダイオキシン類濃度を調査した結果は表４－２－11のと

おりです。全ての産業廃棄物焼却施設について排出基準以内であることを確認しています。 

 

⑷ 産業廃棄物処理業者の状況 

産業廃棄物の適正処理を推進するためには、事業者自身における処理体制の充実を図っていくこ

とが必要です。一方、（一社）しまね産業資源循環協会を中心として、健全な処理業者の育成を図っ

ていくことも必要です。 

平成30年度末における許可の区分別数は、表４－２－12のとおりです。 

 

⑸ （公財）島根県環境管理センター 

県民の環境保全に対する意識が高まるとともに、民間事業者による産業廃棄物処理施設の新規設

置が困難な状況の中、公共関与により産業廃棄物処分場を確保し、産業廃棄物の適正処理を推進す

るという観点から、事業者、市町村、県が出損して㈶島根県環境管理センターを平成４年３月に設

立して、県全域から産業廃棄物を受け入れるために、「クリーンパークいずも」を整備し、平成14

年４月から供用しています。 

平成19年11月に管理型第２期処分場、平成28年12月に管理型第３期処分場の整備を行い、平成29

年３月に供用を開始しました。施設の状況は、表４－２－13のとおりです。なお、当センターは、

島根県における産業廃棄物の広域的な処理の確保を図るため、平成12年12月に国から「廃棄物処理

センター」の指定を受けています。 

また、平成23年４月に県の認定を受けて、公益財団法人へ移行しました。 
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 表４－２－８ 産業廃棄物中間処理施設設置状況（許可対象施設）     （平成30年度末現在） 

設置者区分 事業者 処理業者 計 

汚でいの脱水施設 0 4 4 

汚でいの脱水施設（松江市） 0 4 4 

汚でいの乾燥施設 0 2 2 

汚でいの乾燥施設（松江市） 0 3 3 

汚でいの焼却施設 0 1 1 

汚でいの焼却施設（松江市） 0 1 1 

廃油の油水分離施設 0 1 1 

廃油の焼却施設 0 1 1 

廃油の焼却施設（松江市） 0 2 2 

廃酸又は廃アルカリの中和施設 0 0 0 

廃プラスチック類の破砕施設 0 11 11 

廃プラスチック類の破砕施設（松江市） 0  8 8 

廃プラスチック類の焼却施設 1 1 2 

廃プラスチック類の焼却施設（松江市） 0 2 2 

木くず又はがれき類の破砕施設（みなし許可施設含む） 3 123 126 

木くず又はがれき類の破砕施設（みなし許可施設含む）(松江市) 3  82 85 

コンクリート固形化施設 0 0 0 

水銀を含む汚でいのばい焼施設 0 0 0 

シアンの分解施設（松江市のみ） 1 0 1 

産業廃棄物の焼却施設（特定施設含む） 1 3 4 

産業廃棄物の焼却施設（特定施設含む）（松江市） 0 3 3 

計 9 252 261 

 

 表４－２－９ 産業廃棄物最終処分場施設設置状況（稼働中許可対象施設） （平成30年度末現在） 

設置者区分 事業者 処理業者 計 

遮 断 型 処 分 場 0 0 0 

安 定 型 処 分 場 0 7 7 

安 定 型 処 分 場 
       （松江市） 0 3 3 

管 理 型 処 分 場 3 3 6 

管 理 型 処 分 場 
       （松江市） 0 1 1 

計 3 14 17 
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 表４－２－10 産業廃棄物最終処分場（許可対象施設）監視指導調査結果    （平成30年度末現在） 

施設区分 調査施設数 調査対象 基準適合数 基準超過数 

管理型処分場 2 
放流水 2 0 

地下水等 2 0 

安定型処分場 3 
浸透水 3 0 

地下水 3 0 

測定項目 最終処分場に係る技術上の基準を定める省令による測定項目等及びダイオキシン類（ダイオキシン 

類は管理型のみ） 

 

表４－２－11  産業廃棄物焼却施設（許可対象施設）種類別の排ガス中のダイオキシン類濃度 

 Ｈ30.4.1～31.3.31の間に稼働中の施設 

区分 施設数 
排ガス中のダイオキシン類濃度（ng-TEQ/㎥） 

平均値 中央値 最小値～最大値 

島
根
県
内 

合計 
3 

（1） 
3.9 

 （1.6） 

2.0 

 （1.6） 

1.6～8.1 

（1.6～1.6） 

 廃プラスチック類 
2 

（1） 
1.8 

 （1.6） 

1.8 

 （1.6） 

1.6～2.0 

（1.6～1.6） 

汚 泥 全て廃プラスチック類に含む    

廃 油 全て廃プラスチック類に含む    

その他（木くず等） 
1 

（0） 8.1 8.1 8.1～8.1 

未測定等 2    

※松江市内除く 

 注）１．（   ）は新設の基準適用施設 

   ２．未測定等はすべて廃止済み若しくは休止中 

区分 施設数 
排ガス中のダイオキシン類濃度（ng-TEQ/㎥） 

平均値 中央値 最小値～最大値 

松
江
市
内 

合計 3    

 廃プラスチック類 2 0.0395 － 0.02～0.059 

汚 泥 
2 

（全て廃プラスチック類に含む） 
0.0395 － 0.02～0.059 

廃 油 
2 

（全て廃プラスチック類に含む） 
0.0395 － 0.02～0.059 

その他（木くず等） 
3 

（内 2 つは廃プラスチック類に含む） 0.183 0.059 0.02～0.47 

未測定等 0 0 0 0 

 

（参考）廃棄物焼却施設の排ガス中におけるダイオキシン類の排出基準 

燃焼室の処理能力 新設の基準 既設の基準 

４ｔ／時以上 0.1ng-TEQ/㎥ １ng-TEQ/㎥ 

２ｔ／時～４ｔ／

時 

１ng-TEQ/㎥ ５ng-TEQ/㎥ 

２ｔ／時未満 ５ng-TEQ/㎥ 10ng-TEQ/㎥ 
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表４－２－12 産業廃棄物処理業許可数 

（平成30年度末現在） 

区   分 

産業廃棄物処理業 特別管理産業廃棄物処理業 

  
許可数 

収集運搬業 
処分業 

（最終処分） 

許可数 
収集運搬業 

処分業 

（最終処分） 

県内 
（松江市以外） 

1,061 939 122（10） 83 79 4（2） 

松江市 127 59 68（3） 8 6 2（1） 

県外 710 704 6（0） 151 151 － 

合計 1,898 1,702 196（13） 242 236 6（3） 

 

 

表４－２－13 クリーンパークいずも施設状況 

（平成30年度末現在） 

区   分 
管理型埋立地 

安定型埋立地 全 体 
第１期 第２期 第３期 

埋  立  面  積 19千㎡   23千㎡   39千㎡   40.4千㎡   82.4千㎡   

埋  立  容  量 277千㎥   463千㎥   670千㎥   518千㎥   1,928千㎥   

残 余 容 量 

（Ｈ31年３月末） 
474千㎥ 518千㎥   1,118千㎥   
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３ 畜産に係る環境汚染の現況【畜産課】 

畜産業は食料の供給源として重要な役割を担っていますが、他方では環境汚染の一因として取り上

げられています。家畜排せつ物に起因する環境汚染に対する住民からの苦情の状況は、図４－２－２

のとおりです。平成30年は８件となっており、近年は減少傾向で推移しています。苦情の種類別では、

悪臭の割合が減少しました。 
 

４ 家畜ふん尿処理対策【農産園芸課、畜産課】 

⑴ 土壌還元の促進 

近年、畜産は専業化による規模拡大が進んでいます。これと並行して家畜排せつ物の不適切な管

理が生じることが無いよう、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づき、

家畜排せつ物の適正管理と利用を推進してきました。 

畜産農家は、畜産公害の発生を防ぐために責任をもって家畜排せつ物を処理しなければならない

ことはもちろんですが、同時に有機質肥料として耕種農家に供給することも必要であり、雑草種子

等の死滅や生育障害物質を含んでいないなど、良質で使い易い有機質肥料を生産・供給することが

重要です。 

また、家畜排せつ物の有効な利活用を促進するために、耕畜連携の取組みを一層推進することが

必要です。 

 

⑵ 実態把握と指導体制の整備 

畜産環境保全対策機能分担は図４－２－３のとおりであり、各農林振興センター等が中心となっ

て畜産の経営形態に即した具体的な指導を実施しています。 

 

⑶ 助成・融資などの措置 

家畜排せつ物の適正な処理による環境保全のため、各種補助事業やリース、融資事業の活用を畜

産農家等へ助言しています（平成31年度事業一覧は、図４－２－４のとおり）。 
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 図４－２－２ 環境汚染に対する苦情の推移 

 ① 畜種別件数の推移（件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 各苦情別割合の推移（％） 
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乳用牛 8 8 12 15 3 4 7 2 4 3 3
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 図４－２－３  畜産環境保全対策機能分担 
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 図４－２－４  家畜排せつ物処理施設整備に係る主な事業と助成制度（令和元年度） 
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